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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第47期中間、第48期中間、第49期中間及び第47期の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

  第48期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  

  

  

回次 第47期中 第48期中 第49期中 第47期 第48期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 23,568 25,432 29,173 50,736 54,487

経常利益 (百万円) 421 738 1,037 1,170 1,765

中間(当期)純利益又は
当期純損失(△) 

(百万円) 232 441 375 659 △146

純資産額 (百万円) 10,585 11,268 11,037 10,944 10,673

総資産額 (百万円) 27,660 29,537 28,873 30,602 29,212

１株当たり純資産額 (円) 1,703.94 1,840.26 1,802.81 1,783.09 1,740.06

１株当たり中間(当期)
純利益又は１株当たり
当期純損失(△) 

(円) 37.49 72.04 61.40 102.51 △27.05

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 38.3 38.1 38.2 35.8 36.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △358 △299 1,245 △495 730

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △7 7 △114 △81 731

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 515 194 △911 940 △1,269

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 740 858 1,371 955 1,146

従業員数 (名) 387 375 372 379 369



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第47期の１株当たり配当額18円は、特別配当２円を含んでおります。 

３ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益」につい

ては、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

  

  

回次 第47期中 第48期中 第49期中 第47期 第48期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 23,251 25,128 28,641 50,201 53,768

経常利益 (百万円) 404 729 1,001 1,152 1,739

中間(当期)純利益又は
当期純損失(△) 

(百万円) 216 434 346 643 △162

資本金 (百万円) 1,724 1,724 1,724 1,724 1,724

発行済株式総数 (株) 6,225,000 6,225,000 6,225,000 6,225,000 6,225,000

純資産額 (百万円) 10,544 11,220 10,947 10,903 10,618

総資産額 (百万円) 27,508 29,379 28,573 30,491 29,003

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 8.00 8.00 10.00 18.00 18.00

自己資本比率 (％) 38.3 38.2 38.3 35.8 36.6

従業員数 (名) 385 372 369 377 366



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容について重要な変

更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループ  

     への出向者を含む就業人員であります。 

２ 全社（共通）は、総務及び経理等の管理部門の従業員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループは労働組合を結成しておりませんが、労使関係においては特に記載すべき事項はありません。 

  

事業部門 従業員数(名)

電子部品 134

電子機器 104

自社製品 91

全社(共通) 43

計 372

従業員数(名) 369 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善に伴う設備投資の増加や輸出の持ち直し、堅調な個

人消費などを背景に、景気は踊り場からの脱却に向けた緩やかな回復基調で推移してまいりました。 

 このような経済環境の中で、ＩＴ関連の在庫調整が進んだほか、パソコン・サーバーの分野では企業業績の改善

による投資抑制緩和の動きが出てまいりました。また、当社の主要ユーザーである自動車関連でも、海外を含めた

自動車販売が好調で生産が高水準で推移するなど、当社グループにとっては恵まれた環境の中で推移してまいりま

した。 

このような状況のもとで、当社グループといたしましては総力をあげて利益拡大のために売上高の伸長に努める

とともに、継続的な経費抑制をはじめとする諸施策を実施してまいりました。 

この結果、当中間連結会計期間の連結売上高は大幅に増加し 291億73百万円（前年同期比 14.7％増）となりまし

た。連結経常利益につきましても、売上高の伸長に伴い10億37百万円（前年同期比40.5％増）と大幅に増加しまし

た。連結中間純利益におきましては、減損会計適用による減損損失３億81百万円を計上したことにより、３億75百

万円（前年同期比14.8％減）となりました。 

  

  

事業の部門別の業績は、次のとおりです。 

  ① 電子部品 

集積回路につきましては、自動車の生産台数増加に伴い、車載用エンジンコントロールユニット向けＭＰＵ

（マイクロプロセッサー）や、ボディー関連ＭＰＵ、その周辺ＬＳＩの需要が拡大したことにより、売上高は大

幅に増加しました。 

  半導体につきましても、車載用のエンジン分野、ボディー分野を中心としたパワー系半導体の需要が伸長し、

売上高は増加しました。 

  一般電子部品につきましても、継続的な低価格化進行の流れの中、コネクタやリレーなどの車載向け需要が拡

大したことにより、売上高は増加しました。 

  この結果、電子部品の連結売上高は大幅に増加し 206億48百万円（前年同期比 19.2％増）となりました。 

  

  ② 電子機器 

    電子機器につきましては、競合他社との価格競争や情報機器の低価格化が進展する中、主力の自動車関連企業

の情報化投資や設備投資需要を的確に捉えて売上高を確保するとともに、当社オリジナルソフトをはじめとする

ユーザーの視点に立ったソリューション販売・付加価値販売を積極的に推進した結果、売上高は 69億27百万円

（前年同期比 14.5％増）に増加しました。 

  

  

  ③ 自社製造製品 

    当社で開発・製造いたしておりますＦＡ機器をはじめとする自社製造製品につきましては、主要なユーザーで

ある工作機械関連業界向けが前期から引き続き好調であったことや、主力製品でありますＨＰＵ（産業用コンピ

ュータ）の、お客様のニーズにきめ細かく応えることができる特長を活かしたソリューション営業を積極的に展

開したものの、前年同期に牽引役であった金融関連端末向けユニットの出荷がピークを過ぎ、これをカバーする



までには至らず、売上高は 15億98百万円（前年同期比22.6％減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前中間連結会計期

間末に比べ５億13百万円増加し、当中間連結会計期間末には13億71百万円となりました。 

  

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果獲得した資金は、12億45百万円(前中間連結会計期間比15億45百万円の改善)となりました。こ

れは、税金等調整前中間純利益が前中間連結会計期間と比べ83百万円減少(前中間連結会計期間比11.0％減)しま

したが、法人税等の支払額の減少４億17百万円及び減損損失の発生３億81百万円に加え、仕入債務の減少３億55

百万円があったためであります。 

  

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は、１億14百万円(前中間連結会計期間７百万円の獲得)となりました。これは、

主として有形固定資産の取得１億29百万円によるものであります。 

  

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用した資金は、９億11百万円(前中間連結会計期間比11億６百万円増)となりました。これ

は、主として短期借入金の返済支出８億円及び長期借入金の返済支出50百万円があったこと並びに配当金の支払

い61百万円を実施したためであります。 

  



  
２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当中間連結会計期間における商品仕入実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 特定の仕入先への依存について 

当社グループはＮＥＣエレクトロニクス株式会社及び日本電気株式会社より、商品(電子部品、電子機器)及び原材料を

仕入れております。各社からの仕入高の総仕入高に占める割合は、次のとおりです。 
  

(注) 金額は、仕入価格により表示しております。 

  

(3) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業部門 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

自社製品 1,595 △15.3 

計 1,595 △15.3 

事業部門 仕入高(百万円) 前年同期比(％) 

電子部品 18,562 11.3 

電子機器 6,196 13.9 

計 24,758 12.0 

仕入先 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

仕入高(百万円) 割合(％) 仕入高(百万円) 割合(％) 

ＮＥＣエレクトロニ
クス株式会社 

12,747 55.0 13,452 54.3 

日本電気株式会社 921 4.0 1,498 6.1 

その他 9,489 41.0 9,807 39.6 

計 23,158 100.0 24,758 100.0 

事業部門 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

電子部品 20,619 17.2 1,168 △13.3 

電子機器 7,350 20.6 874 135.0 

自社製品 1,745 △15.1 569 58.0 

計 29,715 15.4 2,611 25.6 



(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績に対する割合 

  

  

事業部門 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

電子部品 20,648 19.2 

電子機器 6,927 14.5 

自社製品 1,598 △22.6 

計 29,173 14.7 

相手先 

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

株式会社デンソー 12,109 47.6 15,218 52.2



  
３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた

課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

（自社製品） 

自社製品製造販売部門では、ＦＡ分野の計測・制御機器、情報通信機器、医療機器などの組み込みコンピュータ技

術に基づき、産業分野のＩＴ化に対応した新製品の開発と研究開発活動を行っております。 

  

(1) 新製品開発 

ａ．ボードコンピュータ 

情報産業向け組込用超小型（ＨＤＤサイズ）のシングルボードコンピュータおよび拡張用インタフェースを開

発し、製品化しました。 本製品用に最新のWindows CE OSを搭載しました。また、新製品の鉛フリー化を開始し

ました。 

  

ｂ．情報産業機器 

産業用高信頼性用途向けにＲＡＩＤディスクを搭載するほか、数々のＲＡＳ機能を搭載した産業用小型ＢＯＸ

型コンピュータを開発し、発表しました。 

  

(2) 実験・技術開発 

産業用途に需要が見込まれる、装置の耐振性を高める技術開発を行いました。この技術により、装置の小型化

を可能としました。 

  

  

なお、当中間連結会計期間中に支出した研究開発費の総額は 24百万円であります。 

上記に記載した金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

当社の発行する株式の総数は、16,000,000株とする。 

ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月22日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,225,000 6,225,000 ジャスダック証券取引所 ― 

計 6,225,000 6,225,000 ― ― 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) モルガン・スタンレー・ジャパン・リミテッドから平成17年10月４日付で提出された大量保有報告書により、平成17年９月

30日現在で446千株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として中間期末時点における所有株式数の確認ができ

ませんので、上記大株主の状況に含めておりません。 

なお、当該大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

  

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 6,225 ― 1,724 ― 500

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

萩原電気従業員持株会 名古屋市東区東桜二丁目３番３号 404 6.50 

有限会社スタニイ 名古屋市守山区小幡北1235番地 396 6.37

萩原 義昭 名古屋市守山区小幡北1235番地 380 6.11

日本マスタートラスト信託銀行株
式会社(信託口) 

東京都港区浜松町二丁目11番３号 295 4.75

株式会社UFJ銀行 名古屋市中区錦三丁目21番24号 232 3.73

名古屋中小企業投資育成株式会社 名古屋市中村区名駅南一丁目16番30号 230 3.69

竹田 和平 名古屋市天白区表山二丁目209 200 3.21

萩原 智昭 
三重県桑名市大字立田町199番地 グ
ランシャリオ'89 Ｂ－401 

194 3.13

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 186 3.00

萩原 祥子 名古屋市守山区小幡北1235番地 177 2.85 

計 ― 2,697 43.34

大 量 保 有 者 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

モルガン・スタンレー・インベスト
メント・マネジメント・リミテッド 

25  CABOT  SQUARE  CANARY 
WHARF LONDON E14 4QA U.K. 

18,000 0.29

モルガン・スタンレー・アセッ
ト・マネジメント投信株式会社 

東京都渋谷区恵比寿四丁目20
番3号恵比寿ガーデンプレイ
スタワー 

428,600 6.89

計 ― 446,600 7.17



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 証券保管振替機構名義の株式は「完全議決権株式(その他)」の欄に1,200株(議決権12個)含まれております。 

２ 単元未満株式には当社所有の自己株式45株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

(注) 自己株式は、全て当社名義となっており、実質的に所有しております。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式  102,400 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式6,117,000 61,170 ― 

単元未満株式 普通株式    5,600 ― １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数 6,225,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 61,170 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
萩原電気株式会社 

名古屋市東区東桜 
二丁目３番３号 

102,400 ― 102,400 1.64

計 ― 102,400 ― 102,400 1.64



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成17年４月 平成17年５月 平成17年６月 平成17年７月 平成17年８月 平成17年９月

最高(円) 1,420 1,580 1,600 1,599 1,620 1,680

最低(円) 1,310 1,331 1,442 1,531 1,480 1,530



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日 内閣府令第５号)附則第３項のただ

し書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)

及び前中間会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)並びに当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至

平成17年９月30日)及び当中間会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日)の中間連結財務諸表及び中間財務

諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金    1,163 1,576   1,451 

 ２ 受取手形及び売掛金    16,222 17,596   17,766 

 ３ たな卸資産    4,751 4,881   4,914 

 ４ 繰延税金資産    225 249   230 

 ５ その他    149 106   386 

 ６ 貸倒引当金    △10 △9   △11 

   流動資産合計    22,501 76.2 24,399 84.5   24,737 84.7

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産          

  (1) 建物及び構築物 ※１ 2,539   1,351 1,390   

    減価償却累計額   1,458 1,080 771 580 757 633 

  (2) 機械装置及び 
    運搬具   21   16 19   

    減価償却累計額   13 8 14 2 13 6 

  (3) 土地 ※１  3,570 1,150   1,227 

  (4) その他   807   715 858   

    減価償却累計額   698 109 668 46 659 198 

   有形固定資産合計    4,768 16.1 1,779 6.2   2,065 7.1

 ２ 無形固定資産    75 0.3 59 0.2   71 0.2

 ３ 投資その他の資産          

  (1) 投資有価証券    543 746   656 

  (2) 繰延税金資産    290 376   287 

  (3) その他    1,428 1,583   1,466 

  (4) 貸倒引当金    △71 △71   △71 

   投資その他の 
   資産合計    2,191 7.4 2,634 9.1   2,337 8.0

   固定資産合計    7,035 23.8 4,474 15.5   4,475 15.3

   資産合計    29,537 100.0 28,873 100.0   29,212 100.0

           



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 支払手形及び買掛金 ※１  7,106 8,671   9,027 

 ２ 短期借入金 ※１  6,622 3,970   4,770 

 ３ 一年内返済予定 
   長期借入金    112 100   100 

 ４ 一年内償還予定社債    ― 1,300   1,300 

 ５ 未払法人税等    333 464   15 

 ６ その他    734 767   744 

   流動負債合計    14,908 50.5 15,273 52.9   15,957 54.6

Ⅱ 固定負債          

 １ 社債    1,900 600   600 

 ２ 長期借入金    700 1,100   1,150 

 ３ 退職給付引当金    469 548   527 

 ４ 役員退職慰労引当金    283 306   294 

 ５ その他    7 7   10 

   固定負債合計    3,360 11.4 2,562 8.9   2,582 8.9

   負債合計    18,269 61.9 17,836 61.8   18,539 63.5

(少数株主持分)    ― ― ― ―   ― ―

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    1,724 5.8 1,724 6.0   1,724 5.9

Ⅱ 資本剰余金    2,019 6.8 2,019 7.0   2,019 6.9

Ⅲ 利益剰余金    7,497 25.4 7,155 24.8   6,860 23.5

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金    86 0.3 194 0.6   131 0.4

Ⅴ 為替換算調整勘定    △0 △0.0 3 0.0   △2 △0.0

Ⅵ 自己株式    △59 △0.2 △60 △0.2   △60 △0.2

   資本合計    11,268 38.1 11,037 38.2   10,673 36.5

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計    29,537 100.0 28,873 100.0   29,212 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     25,432 100.0  29,173 100.0   54,487 100.0

Ⅱ 売上原価     22,787 89.6  26,191 89.8   48,913 89.8

   売上総利益     2,645 10.4  2,982 10.2   5,574 10.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費                

 １ 役員退職慰労引当金 
   繰入額 

  11    11   23    

 ２ 給与手当   951    1,054   2,024    

 ３ 退職給付引当金 
   繰入額 

  66    64   159    

 ４ その他   858 1,888 7.4 811 1,942 6.6 1,569 3,776 6.9

   営業利益     756 3.0  1,039 3.6   1,797 3.3

Ⅳ 営業外収益                

 １ 受取利息   10    10   20    

 ２ 受取配当金   3    4   5    

 ３ 販売手数料   0    12   0    

 ４ その他   15 29 0.1 16 43 0.1 38 65 0.1

Ⅴ 営業外費用                

 １ 支払利息   31    26   63    

 ２ 社債発行費   6    ―   6    

 ３ その他   9 47 0.2 19 45 0.2 26 96 0.2

   経常利益     738 2.9  1,037 3.5   1,765 3.2

Ⅵ 特別利益                

 １ 固定資産売却益 ※１ ―    ―   140    

 ２ 投資有価証券売却益   10    18   10    

 ３ 貸倒引当金戻入益   14 25 0.1 1 19 0.1 13 164 0.3

Ⅶ 特別損失                

 １ 固定資産処分損 ※２ 2    1   2,093    

 ２ 減損損失 ※３ ―    381   ―    

 ３ 会員権売却損   0    ―   0    

 ４ 会員権評価損   4    ―   4    

 ５ その他   0 6 0.0 ― 383 1.3 1 2,099 3.8

税金等調整前中間純

利益又は税金等調整

前当期純損失(△) 
    756 3.0  673 2.3   △169 △0.3

   法人税、住民税及び 
   事業税 

  321    449   14    

   法人税等調整額   △5 315 1.3 △152 297 1.0 △37 △23 △0.0

   中間純利益又は 
   当期純損失(△) 

    441 1.7  375 1.3   △146 △0.3

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   2,019 2,019   2,019

Ⅱ 資本剰余金増加高     

  自己株式処分差益 ― ― ― ― 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  2,019 2,019   2,019

        

(利益剰余金の部)       

Ⅰ 利益剰余金期首残高   7,142 6,860   7,142

Ⅱ 利益剰余金増加高     

  中間純利益 441 441 375 375 ― ―

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 61 61 110 

２ 役員賞与 25 19 25 

３ 当期純損失 ― 86 ― 80 146 281

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末) 
  残高 

  7,497 7,155   6,860

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間純利益 
  又は税金等調整前当期純 
  損失(△) 

 756 673 △169

２ 減価償却費  65 46 102

３ 減損損失  ― 381 ―

４ 固定資産除売却損益  2 1 1,953

５ 会員権評価損  4 ― 4

６ 貸倒引当金の増加額 
  (△減少額) 

 △12 △1 △11

７ 賞与引当金の増加額 
  (△減少額) 

 △397 ― △397

８ 役員退職慰労引当金の 
  増加額(△減少額) 

 △32 11 △20

９ 退職給付引当金の増加額 
  (△減少額) 

 38 21 95

10 受取利息及び受取配当金  △13 △15 △26

11 支払利息  31 26 63

12 投資有価証券売却益  △10 △18 △10

13 売上債権の減少額 
  (△増加額) 

 1,840 170 296

14 たな卸資産の減少額 
  (△増加額) 

 △918 33 △1,081

15 仕入債務の増加額 
  (△減少額) 

 △1,474 △355 446

16 役員賞与の支払額  △25 △19 △25

17 その他  297 314 △6

小計  150 1,271 1,211

18 利息及び配当金の受取額  13 15 26

19 利息の支払額  △31 △26 △63

20 法人税等の支払額  △432 △14 △444

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △299 1,245 730

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 定期預金の預入による 
  支出 

 ― △100 ―

２ 定期預金の払戻による 
  収入 

 ― 100 ―

３ 有形固定資産の取得 
  による支出 

 △25 △129 △167

４ 有形固定資産の売却 
  による収入 

 ― 0 868

５ 投資有価証券の取得 
  による支出 

 △13 △51 △25

６ 投資有価証券の売却 
  による収入 

 28 74 30

７ その他  16 △8 25

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 7 △114 731



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増加額 
  (△減少額) 

 △818 △800 △2,670

２ 長期借入れによる収入  800 ― 1,300

３ 長期借入金の返済 
  による支出 

 △25 △50 △87

４ 社債発行による収入  300 ― 300

５ 配当金の支払額  △61 △61 △110

６ その他  △1 △0 △1

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 194 △911 △1,269

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 0 5 △1

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増加額(△減少額) 

 △97 225 190

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 955 1,146 955

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 858 1,371 1,146

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

イ 連結子会社の数 １社 

(海外) 

連結子会社名 

SINGAPORE  HAGIWARA 

PTE.LTD. 

イ 連結子会社の数 １社 

同左 

イ 連結子会社の数 １社 

同左 

  

  

  ロ 非連結子会社 

該当事項はありませ

ん。 

ロ 非連結子会社 

同左 

ロ 非連結子会社 

同左 

２ 持分法の適用に関

する事項 

該当事項はありません。 同左 同左 

３ 連結子会社の(中

間)決算日等に関す

る事項 

 連結子会社の中間決算日

は、６月30日であります。

中間連結財務諸表を作成す

るに当たっては連結子会社

の同日現在の中間財務諸表

を使用しておりますが、中

間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、

連結上必要な調整を行って

おります。 

同左  連結子会社の決算日は、

12月31日であります。連結

財務諸表を作成するに当た

っては連結子会社の同日現

在の財務諸表を使用してお

りますが、連結決算日との

間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整

を行っております。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

      

 (1) 重要な資産の評

価基準及び評価

方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法 

  (評価差額は、全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定) 

 時価のないもの 

  移動平均法による

原価法 

イ 有価証券 

同左 

イ 有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

  決算末日の市場価

格等に基づく時価

法 

  (評価差額は、全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定) 

 時価のないもの 

  移動平均法による

原価法 

  ロ デリバティブ 

時価法 

ロ デリバティブ 

同左 

ロ デリバティブ 

同左 

  ハ たな卸資産 

主として移動平均法に

よる原価法 

ハ たな卸資産 

同左 

ハ たな卸資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却

資産の減価償却

方法 

イ 有形固定資産 

 主として定率法によっ

ております。 

 ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

(建物附属設備は除く)に

ついては、定額法によっ

ております。 

 なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっておりま

す。 

イ 有形固定資産 

同左 

イ 有形固定資産 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ロ 無形固定資産 

  主として定額法によっ

ております。 

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によ

っております。 

  ただし、ソフトウェア

(自社利用分)については

社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法

によっております。 

ロ 無形固定資産 

同左 

ロ 無形固定資産 

同左 

 (3) 重要な引当金の

計上基準 

イ 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については、貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別債権の回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を

計上しております。 

イ 貸倒引当金 

同左 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 退職給付引当金 

  親会社は、従業員の退

職給付に備えるため、当

連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末にお

いて発生していると認め

られる額を計上しており

ます。 

  数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(15年)による定額法によ

り、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理

することとしておりま

す。 

ロ 退職給付引当金 

同左 

ロ 退職給付引当金 

  親会社は、従業員の退

職給付に備えるため、当

連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当

連結会計年度末において

発生していると認められ

る額を計上しておりま

す。 

  過去勤務債務は発生

連結会計年度で一括処

理しております。 

  数理計算上の差異は、

各連結会計年度の発生時

の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数

(15年)による定額法によ

り、それぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理

することとしておりま

す。 

  ハ 役員退職慰労引当金 

  親会社は、役員退職慰

労金の支出に備えるた

め、内規に基づく中間期

末要支給額の100％相当

額を計上しております。 

ハ 役員退職慰労引当金 

同左 

ハ 役員退職慰労引当金 

  親会社は、役員退職慰

労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要

支給額の100％相当額を

計上しております。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (4) (中間)連結財務

諸表の作成の基

礎となった連結

会社の(中間)財

務諸表の作成に

当たって採用し

た重要な外貨建

の資産又は負債

の本邦通貨への

換算の基準 

 在外子会社の資産、負

債、収益及び費用は、在外

子会社の中間決算日の直物

為替相場により円貨に換算

し、換算差額は資本の部に

おける為替換算調整勘定に

含めております。 

同左  在外子会社の資産、負

債、収益及び費用は、在外

子会社の決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含め

ております。 

 (5) 重要なリース取

引の処理方法 
 親会社は、リース物件の

所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同左 同左 

 (6) 重要なヘッジ会

計の方法 

イ ヘッジ会計の方法 

  為替予約が付されてい

る外貨建金銭債権債務等

については振当処理を行

っています。 

  

イ ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。 

  また、為替予約が付さ

れている外貨建金銭債権

債務等については振当処

理を行っております。 

イ ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。 

  また、為替予約が付さ

れている外貨建金銭債権

債務等については振当処

理を行っております。 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 ヘッジ手段 

  為替予約 

 ヘッジ対象 

  外貨建金銭債権債務等 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 a ヘッジ手段 

   金利スワップ取引 

  ヘッジ対象 

   借入金の利息 

 b ヘッジ手段 

   為替予約 

  ヘッジ対象 

   外貨建金銭債権債務

等 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 a ヘッジ手段 

   金利スワップ取引 

  ヘッジ対象 

   借入金の利息 

 b ヘッジ手段 

   為替予約 

  ヘッジ対象 

   外貨建金銭債権債務

等 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ハ ヘッジ方針 

 為替予約 

  通常の営業過程におけ

る輸出入取引の為替相場

の変動によるリスクを軽

減する目的を達成する範

囲で行う方針でありま

す。 

ハ ヘッジ方針 

 a 金利スワップ取引 

   固定金利の長期金銭

債務について、市場の

実勢金利に近づける目

的と、変動金利の金銭

債務について、将来の

金利上昇における損失

を軽減する目的を達成

する範囲で行う方針で

あります。 

 b 為替予約 

   通常の営業過程にお

ける輸出入取引の為替

相場の変動によるリス

クを軽減する目的を達

成する範囲で行う方針

であります。 

ハ ヘッジ方針 

 a 金利スワップ取引 

   固定金利の長期金銭

債務について、市場の

実勢金利に近づける目

的と、変動金利の金銭

債務について、将来の

金利上昇における損失

を軽減する目的を達成

する範囲で行う方針で

あります。 

 b 為替予約 

   通常の営業過程にお

ける輸出入取引の為替

相場の変動によるリス

クを軽減する目的を達

成する範囲で行う方針

であります。 

  ニ ヘッジの有効性評価の

方法 

  為替予約の締結時にリ

スク管理方針に従って、

米貨建による同一金額で

同一期日の為替予約を振

当てているため、その後

の為替相場による相関関

係は完全に確保されてい

るので中間決算日におけ

る有効性の評価を省略し

ております。 

ニ ヘッジの有効性評価の

方法 

  ヘッジ開始時から有効

性判定時期までの期間に

おいて、ヘッジ対象の相

場変動とヘッジ手段の相

場変動との比較によって

おります。 

  また、為替予約の締結

時にリスク管理方針に従

って、米貨建による同一

金額で同一期日の為替予

約を振当てているため、

その後の為替相場による

相関関係は完全に確保さ

れているので中間決算日

における有効性の評価を

省略しております。 

ニ ヘッジの有効性評価の

方法 

  ヘッジ開始時から有効

性判定時期までの期間に

おいて、ヘッジ対象の相

場変動とヘッジ手段の相

場変動との比較によって

おります。 

  また、為替予約の締結

時にリスク管理方針に従

って、米貨建による同一

金額で同一期日の為替予

約を振当てているため、

その後の為替相場による

相関関係は完全に確保さ

れているので決算日にお

ける有効性の評価を省略

しております。 

 (7) その他(中間)連

結財務諸表作成

のための重要な

事項 

イ 消費税等の会計処理 

  税抜方式により処理し

ております。 

イ 消費税等の会計処理 

同左 

  

イ 消費税等の会計処理 

同左 

  

  

５ (中間)連結キャッ

シュ・フロー計算

書における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

――――――――― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用しております。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べ、売上総利益が５百万円、

営業利益及び経常利益が６百万円増

加し、税金等調整前中間純利益が

375百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。 

  

――――――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

  

――――――――― 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間まで、投資事業組合への出資持

分（14百万円）は、投資その他の資産「その他」とし

て表示しておりましたが、「証券取引法等の一部を改

正する法律」（平成16年６月９日法律第97号施行日平

成16年12月１日）に基づき、当中間連結会計期間より

「投資有価証券」に含めて表示しております。 

  

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において営業外収益「その他」

に含めて表示しておりました「販売手数料」（前中間

連結会計期間０百万円）については、営業外収益の100

の10超となったため、当中間連結会計期間より区分掲

記しております。 



追加情報 

  

  

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（賞与引当金） 

 親会社は従来、中間連結貸借対照

表において賞与引当金として計上し

ておりました従業員賞与について

は、当中間連結会計期間より支給総

額が確定できることとなったため、

支給確定額の当中間連結会計期間負

担分440百万円を未払費用として流

動負債「その他」に含めて計上して

おります。 

  

――――――――― 

（賞与引当金） 

 親会社は従来、連結貸借対照表に

おいて賞与引当金として計上してお

りました従業員賞与については、当

連結会計期間より支給総額が確定で

きることとなったため、支給確定額

の当連結会計期間負担分440百万円

を未払費用として流動負債「その

他」に含めて計上しております。 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 債務の担保として供している

資産 

   を次に掲げる債務の担保に供

しております。 

建物及び 
構築物 

142百万円 
(帳簿価額)

土地 2,472百万円 
(帳簿価額)

計 2,615百万円 

買掛金 90百万円 

短期借入金 1,800百万円 

計 1,890百万円 

※１ 債務の担保として供している

資産 

   を次に掲げる債務の担保に供

しております。 

土地 181百万円 
(帳簿価額)

短期借入金 500百万円 

※１ 債務の担保として供している

資産 

   を次に掲げる債務の担保に供

しております。 

建物及び 
構築物 

81百万円 
(帳簿価額)

土地 257百万円 
(帳簿価額)

計 339百万円 

短期借入金 500百万円 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１  ――――――――― 

  

  

  

  

  

※２ 固定資産処分損の内容 

  
  
  

  

※３  ――――――――― 

工具器具備品 
(除却) 

1百万円 

その他 0百万円 

計 2百万円 

※１  ――――――――― 

  

  

  

  

  

※２ 固定資産処分損の内容 

  

  

  

※３ 減損損失 

 当企業集団は、以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しており

ます。 

 (用途、種類、場所の概要) 

 (グルーピングの方法) 

 当企業集団は、管理会計上の区分

に基づきグルーピングを実施してお

ります。 

 (経緯及び減損損失の内訳) 

 収益力の低下により損益が悪化

し、短期的な業績の回復が見込まれ

ないことにより、資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(381百万円)

として特別損失に計上しておりま

す。 

 減損損失の内訳は、建物199百万

円、構築物12百万円、工具器具備品

81百万円、土地76百万円、その他10

百万円であります。 

 (回収可能価額の算定方法) 

 回収可能価額は正味売却価額によ

り測定し、土地については不動産鑑

定士による評価額から処分費用見込

額を差し引いて算定し、その他の固

定資産については売却可能性が見込

めないことから零としております。 

  

建物及び構築物
(除却) 

0百万円 

工具器具備品 
(除却) 

0百万円 

計 1百万円 

用途 種類 場所 

電子応用製品製
造設備 

建物、 

土地等 

愛知県 

日進市 

※１ 固定資産売却益の内容  

  

※２ 固定資産処分損の内容 

  

※３  ――――――――― 

建物及び構築物 7百万円

土地 132百万円

その他 0百万円

計 140百万円

建物及び構築物
(売却) 

40百万円 

土地(売却) 2,047百万円 

工具器具備品 

(除却) 
5百万円 

その他 0百万円 

計 2,093百万円 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,163百万円 

預金期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△305百万円 

現金及び 
現金同等物 

858百万円 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,576百万円 

預金期間が３ヶ月
を超える定期預金

△205百万円 

現金及び 
現金同等物 

1,371百万円 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,451百万円 

預金期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△305百万円 

現金及び 
現金同等物 

1,146百万円 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

  

  

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

中間 
期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び 
運搬具 

33  28  5

その他 124  92  31

計 157  120  36

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

同左 

８ 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

 

減価償却
累計額
相当額

(百万円)

 減損損失
累計額
相当額

(百万円)

 

中間期末
残高 
相当額

(百万円)

機 械
装 置
及 び
運 搬
具 

3 2

 

― 0

そ の
他 

65 33
 

0 31

計 69 36 0 32

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

  

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み法」によ

り算定しております。 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び 
運搬具 

28 25  2

その他 61 33  28

計 90  58  31

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

  

  

  

  

  

  

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算

定しております。 

 １年以内 20百万円 

 １年超 16百万円 

 計 36百万円 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘定

中間期末残高 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

  リース資産減損勘定中間期末の

残高 

同左 

 １年以内 14百万円 

 １年超 17百万円 

 計 32百万円 

  0百万円 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

  

  

  

  

  

  

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定しておりま

す。 

 １年以内 14百万円 

 １年超 16百万円 

 計 31百万円 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ③ 支払リース料(減価償却費相

当額) 

  (減価償却費相当額) 

支払リース料 20百万円 

 ③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

支払リース料 9百万円 

リース資産減損勘

定の取崩額 
0百万円 

減価償却費相当額 9百万円 

減損損失 0百万円 

 ③ 支払リース料(減価償却費相

当額) 

  (減価償却費相当額) 

支払リース料 33百万円 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ２ オペレーティング・リース取引 

  (借手側) 

   未経過リース料 

 １年以内 66百万円 

 １年超 362百万円 

 計 429百万円 

２ オペレーティング・リース取引 

  (借手側) 

   未経過リース料 

 １年以内 66百万円 

 １年超 395百万円 

 計 462百万円 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末 (平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

当中間連結会計期間末 (平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

前連結会計年度末 (平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

  

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

その他有価証券 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 
差額(百万円) 

① 株式 318 460 142 

② その他 22 26 4 

計 340 487 146 

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 56

その他有価証券 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 
差額(百万円) 

① 株式 315 629 314 

② その他 22 35 13 

計 337 665 327 

その他有価証券 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

非上場株式 80

その他有価証券 取得原価(百万円) 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 
差額(百万円) 

① 株式 319 534 215 

② その他 22 28 5 

計 342 563 220 

その他有価証券 連結貸借対照表計上額(百万円) 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 92



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末 (平成16年９月30日) 

該当事項は、ありません。 

なお、為替予約取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象から除いております。 

  

当中間連結会計期間末 (平成17年９月30日) 

該当事項は、ありません。 

なお、金利スワップ取引、為替予約取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記

の対象から除いております。 

  

前連結会計年度末 (平成17年３月31日) 

該当事項は、ありません。 

なお、金利スワップ取引、為替予約取引を行っておりますが、いずれもヘッジ会計を適用しておりますので、注記

の対象から除いております。 

  

  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)及び当中間連結会計期間(自平成17年４月１日

至平成17年９月30日)並びに前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

当社グループはエレクトロニクス分野において、電子部品・電子機器の販売、FA機器の製造・販売及びこ

れらに付随する事業を営んでおり、事業区分としては単一セグメントであるため、事業の種類別セグメント

情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)及び当中間連結会計期間(自平成17年４月１日

至平成17年９月30日)並びに前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)及び当中間連結会計期間(自平成17年４月１日

至平成17年９月30日)並びに前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

海外売上高が、連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額  1,840円26銭 １株当たり純資産額  1,802円81銭 １株当たり純資産額  1,740円06銭

１株当たり中間純利益     72円04銭 １株当たり中間純利益     61円40銭 １株当たり当期純損失   27円05銭 

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益 

  

  潜在株式調整後１株当たり中間純

 利益については、潜在株式がないた

 め、記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり 

中間純利益 

  

  潜在株式調整後１株当たり中間純

 利益については、潜在株式がないた

 め、記載しておりません。 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益 

  

  潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、１株当たり当

期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため、記載しており

ません。 

  前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日) 

中間連結損益計算書上の 

中間純利益又は当期純損失(△) 
441百万円 375百万円 △146百万円

普通株主に帰属しない金額 

 利益処分による役員賞与金 

 

－

 

－

 

19百万円

普通株式に係る中間純利益又は当期純損失(△) 441百万円 375百万円 △165百万円

普通株式の期中平均株式数 6,123,597株 6,122,647株 6,123,242株



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産           

 １ 現金及び預金     1,115 1,488   1,356 

 ２ 受取手形     1,362 1,481   1,517 

 ３ 売掛金     14,791 16,010   16,162 

 ４ たな卸資産     4,683 4,732   4,855 

 ５ 繰延税金資産     225 249   231 

 ６ その他 ※３   143 113   383 

 ７ 貸倒引当金     △10 △9   △11 

   流動資産合計     22,312 75.9 24,064 84.2   24,495 84.5

Ⅱ 固定資産           

 １ 有形固定資産 ※１         

  (1) 建物 ※２   1,063 574   618 

  (2) 土地 ※２   3,570 1,150   1,227 

  (3) その他     127 50   214 

   有形固定資産合計     4,761 16.2 1,775 6.2   2,060 7.1

 ２ 無形固定資産     75 0.3 59 0.2   71 0.2

 ３ 投資その他の資産           

  (1) 投資有価証券     543 746   656 

  (2) 営業保証金     1,037 1,066   1,052 

  (3) 繰延税金資産     290 376   287 

  (4) その他     430 555   452 

  (5) 貸倒引当金     △71 △71   △71 

   投資その他の 
   資産合計 

    2,229 7.6 2,673 9.4   2,376 8.2

   固定資産合計     7,067 24.1 4,508 15.8   4,508 15.5

   資産合計     29,379 100.0 28,573 100.0   29,003 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債           

 １ 支払手形     2,618 2,576   2,687 

 ２ 買掛金 ※２   4,388 5,896   6,212 

 ３ 短期借入金 ※２   6,622 3,970   4,770 

 ４ 一年内返済予定 
   長期借入金 

    112 100   100 

 ５ 一年内償還予定社債     ― 1,300   1,300 

 ６ 未払法人税等     330 455   4 

 ７ その他 ※３   729 764   728 

   流動負債合計     14,799 50.4 15,063 52.7   15,803 54.5

Ⅱ 固定負債           

 １ 社債     1,900 600   600 

 ２ 長期借入金     700 1,100   1,150 

 ３ 退職給付引当金     469 548   527 

 ４ 役員退職慰労引当金     283 306   294 

 ５ その他     6 7   9 

   固定負債合計     3,359 11.4 2,562 9.0   2,581 8.9

   負債合計     18,159 61.8 17,625 61.7   18,385 63.4

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資本の部)           

Ⅰ 資本金    1,724 5.9 1,724 6.0   1,724 5.9

Ⅱ 資本剰余金          

 １ 資本準備金   500   500 500   

 ２ その他資本剰余金   1,519   1,519 1,519   

   資本剰余金合計    2,019 6.9 2,019 7.1   2,019 7.0

Ⅲ 利益剰余金          

 １ 任意積立金   5,000   5,000 5,000   

 ２ 中間(当期)未処分利 
   益 

  2,448   2,069 1,803   

   利益剰余金合計    7,448 25.3 7,069 24.7   6,803 23.5

Ⅳ その他有価証券評価差 

  額金 
   86 0.3 194 0.7   131 0.4

Ⅴ 自己株式    △59 △0.2 △60 △0.2   △60 △0.2

   資本合計    11,220 38.2 10,947 38.3   10,618 36.6

   負債資本合計    29,379 100.0 28,573 100.0   29,003 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    25,128 100.0 28,641 100.0   53,768 100.0

Ⅱ 売上原価    22,519 89.6 25,721 89.8   48,280 89.8

   売上総利益    2,609 10.4 2,920 10.2   5,487 10.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費    1,867 7.4 1,916 6.7   3,733 6.9

   営業利益    741 3.0 1,003 3.5   1,754 3.3

Ⅳ 営業外収益 ※１  29 0.1 43 0.2   75 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２  41 0.2 45 0.2   89 0.2

   経常利益    729 2.9 1,001 3.5   1,739 3.2

Ⅵ 特別利益 ※３  25 0.1 19 0.0   164 0.3

Ⅶ 特別損失 ※４  6 0.0 383 1.3   2,099 3.9

税引前中間純利益

又は税引前当期純

損失(△) 
   747 3.0 637 2.2   △195 △0.4

   法人税、住民税 
   及び事業税 

  317   442 4   

   法人税等調整額   △4 312 1.3 △151 291 1.0 △38 △33 △0.1

   中間純利益又は 
   当期純損失(△) 

   434 1.7 346 1.2   △162 △0.3

   前期繰越利益    2,014 1,722   2,014 

   中間配当額    ― ―   48 

   中間(当期)未処分 
   利益 

   2,448 2,069   1,803 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

(1) たな卸資産 

  商品・製品・原材料・

仕掛品 

   移動平均法による原

価法 

  貯蔵品 

   最終仕入原価法によ

る原価法 

(1) たな卸資産 

同左 

(1) たな卸資産 

同左 

  (2) 有価証券 

  子会社株式 

   移動平均法による原

価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法 

    (評価差額は、全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

(2) 有価証券 
同左 

(2) 有価証券 

  子会社株式 

   移動平均法による原

価法 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算末日の市場価

格等に基づく時価

法 

    (評価差額は、全

部資本直入法によ

り処理し、売却原

価は、移動平均法

により算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による

原価法 

  (3) デリバティブ 

  時価法 

(3) デリバティブ 

同左 

(3) デリバティブ 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっておりま

す。 

  ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物

(建物附属設備は除く)に

ついては、定額法によっ

ております。 

    なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっておりま

す。 

(1) 有形固定資産 
同左 

(1)有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっておりま

す。 

  なお、耐用年数につい

ては、法人税法に規定す

る方法と同一の基準によ

っております。 

  ただし、ソフトウェア

(自社利用分)については

社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法

によっております。 

(2) 無形固定資産 
同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  

  

(3) 長期前払費用 
  定額法によっておりま

す。 

(3) 長期前払費用
同左 

(3) 長期前払費用 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については、貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個

別債権の回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してお

ります。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(15年)による定

額法により、それぞれ発

生の翌事業年度から費用

処理することとしており

ます。 

(2) 退職給付引当金 
同左 

(2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき当事業年度末におい

て発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。 

  過去勤務債務は発生会

計年度で一括処理してお

ります。 

  数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一

定の年数(15年)による定

額法により、それぞれ発

生の翌事業年度から費用

処理することとしており

ます。 

  (3) 役員退職慰労引当金 

  役員退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額の

100％相当額を計上してお

ります。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

  役員退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基

づく期末要支給額の

100％相当額を計上して

おります。 

４ リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ ヘッジ会計の方法 イ ヘッジ会計の方法 

  為替予約が付されてい

る外貨建金銭債権債務等

については振当処理を行

っています。 

イ ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。 

  また、為替予約が付さ

れている外貨建金銭債権

債務等については振当処

理を行っております。 

イ ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。 

  また、為替予約が付さ

れている外貨建金銭債権

債務等については振当処

理を行っております。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ロ ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 ヘッジ手段 

  為替予約 

 ヘッジ対象 

  外貨建金銭債権債務等 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 a ヘッジ手段 

   金利スワップ取引 

  ヘッジ対象 

   借入金の利息 

 b ヘッジ手段 

   為替予約 

  ヘッジ対象 

   外貨建金銭債権債務

等 

ロ ヘッジ手段とヘッジ対

象 

 a ヘッジ手段 

   金利スワップ取引 

  ヘッジ対象 

   借入金の利息 

 b ヘッジ手段 

   為替予約 

  ヘッジ対象 

   外貨建金銭債権債務

等 

  ハ ヘッジ方針 

  為替予約 

  通常の営業過程におけ

る輸出入取引の為替相場

の変動によるリスクを軽

減する目的を達成する範

囲で行う方針でありま

す。 

ハ ヘッジ方針 

  a 金利スワップ取引 

   固定金利の長期金銭

債務について、市場の

実勢金利に近づける目

的と、変動金利の金銭

債務について、将来の

金利上昇における損失

を軽減する目的を達成

する範囲で行う方針で

あります。 

  b 為替予約 

   通常の営業過程にお

ける輸出入取引の為替

相場の変動によるリス

クを軽減する目的を達

成する範囲で行う方針

であります。 

ハ ヘッジ方針 

  a 金利スワップ取引 

   固定金利の長期金銭

債務について、市場の

実勢金利に近づける目

的と、変動金利の金銭

債務について、将来の

金利上昇における損失

を軽減する目的を達成

する範囲で行う方針で

あります。 

  b 為替予約 

   通常の営業過程にお

ける輸出入取引の為替

相場の変動によるリス

クを軽減する目的を達

成する範囲で行う方針

であります。 

  ニ ヘッジの有効性評価の

方法 

  為替予約の締結時にリ

スク管理方針に従って、

米貨建による同一金額で

同一期日の為替予約を振

当てているため、その後

の為替相場による相関関

係は完全に確保されてい

るので中間決算日におけ

る有効性の評価を省略し

ております。 

ニ ヘッジの有効性評価の

方法 

  ヘッジ開始時から有効

性判定時期までの期間に

おいて、ヘッジ対象の相

場変動とヘッジ手段の相

場変動との比較によって

おります。 

  また、為替予約の締結

時にリスク管理方針に従

って、米貨建による同一

金額で同一期日の為替予

約を振当てているため、

その後の為替相場による

相関関係は完全に確保さ

れているので中間決算日

における有効性の評価を

省略しております。 

ニ ヘッジの有効性評価の

方法 

  ヘッジ開始時から有効

性判定時期までの期間に

おいて、ヘッジ対象の相

場変動とヘッジ手段の相

場変動との比較によって

おります。 

  また、為替予約の締結

時にリスク管理方針に従

って、米貨建による同一

金額で同一期日の為替予

約を振当てているため、

その後の為替相場による

相関関係は完全に確保さ

れているので決算日にお

ける有効性の評価を省略

しております。 

６ その他(中間)財務

諸表作成のための

基本となる重要な

事項 

(1) 消費税等の会計処理 

 税抜方式により処理して

おります。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  

――――――――― 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用しております。 

 この結果、従来の方法によった場

合に比べ、売上総利益が５百万円、

営業利益及び経常利益が６百万円増

加し、税引前中間純利益が375百万

円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

  

――――――――― 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

  

――――――――― 

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間まで、投資事業組合への出資持分

（14百万円）は、投資その他の資産「その他」として

表示しておりましたが、「証券取引法等の一部を改正

する法律」（平成16年６月９日法律第97号施行日平成

16年12月１日）に基づき、当中間会計期間より「投資

有価証券」に含めて表示しております。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（賞与引当金） 

 従来、中間貸借対照表において賞

与引当金として計上しておりました

従業員賞与については、当中間会計

期間より支給総額が確定できること

となったため、支給確定額の当中間

会計期間負担分440百万円を未払費

用として流動負債「その他」に含め

て計上しております。 

  

――――――――― 

（賞与引当金） 

 従来、貸借対照表において賞与引

当金として計上しておりました従業

員賞与については、当会計期間より

支給総額が確定できることとなった

ため、支給確定額の当会計期間負担

分440百万円を未払費用として流動

負債「その他」に含めて計上してお

ります。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,155百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,434百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,414百万円 

※２ 債務の担保として供している

資産 

  を次に掲げる債務の担保に供し

ております。 

建物 142百万円(帳簿価額)

土地 2,472百万円(帳簿価額)

計 2,615百万円 

買掛金 90百万円 

短期借入金 1,800百万円 

計 1,890百万円 

※２ 債務の担保として供している

資産 

  を次に掲げる債務の担保に供し

ております。 

土地 181百万円(帳簿価額)

短期借入金 500百万円 

※２ 債務の担保として供している

資産 

  を次に掲げる債務の担保に供し

ております。 

建物 81百万円(帳簿価額)

土地 257百万円(帳簿価額)

計 339百万円 

短期借入金 500百万円 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

※３    

――――――――― 



(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 10百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 10百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 20百万円

受取配当金 16百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 25百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 19百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 50百万円

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券売

却益 
10百万円

貸倒引当金戻入

益 
14百万円

※３  

――――――――― 

※３ 特別利益の主要項目 

固定資産売却益 

(土地、建物、 

構築物等) 

140百万円

投資有価証券売

却益 
10百万円

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産処分損 2百万円

会員権評価損 4百万円

※４ 特別損失の主要項目 

減損損失 381百万円

※４ 特別損失の主要項目 

固定資産処分損 2,093百万円

会員権評価損 4百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 51百万円

無形固定資産 12百万円

 ５ 減価償却実施額 

 ６ 減損損失 

 当社は、以下の資産グループにつ

いて減損損失を計上しております。 

 (用途、種類、場所の概要) 

 (グルーピングの方法) 

 当社は、管理会計上の区分に基づ

きグルーピングを実施しておりま

す。 

 (経緯及び減損損失の内訳) 

 収益力の低下により損益が悪化

し、短期的な業績の回復が見込まれ

ないことにより、資産グループの帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失(381百万円)

として特別損失に計上しておりま

す。 

 減損損失の内訳は、建物199百万

円、構築物12百万円、工具器具備品

81百万円、土地76百万円、その他10

百万円であります。 

 (回収可能価額の算定方法) 

 回収可能価額は正味売却価額によ

り測定し、土地については不動産鑑

定士による評価額から処分費用見込

額を差し引いて算定し、その他の固

定資産については売却可能性が見込

めないことから零としております。 

有形固定資産 32百万円

無形固定資産 11百万円

用途 種類 場所 

電子応用製品製
造設備 

建物、 

土地等 

愛知県 

日進市 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 74百万円

無形固定資産 24百万円



(リース取引関係) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

  

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、「支払

利子込み法」により算定してお

ります。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

  

中間 
期末残高
相当額 

(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

33  28  5

その他 124  92  31
計 157  120  36

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

同左 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

 

減価償却
累計額
相当額

(百万円)

 減損損失
累計額
相当額

(百万円)

 

中間期末
残高 
相当額

(百万円)

機 械
装 置
及 び
運 搬
具 

3 2

 

― 0

そ の
他 

65 33
 

0 31

計 69 36 0 32

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

  

   なお、取得価額相当額は、未

経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

  

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

  
期末残高
相当額 

(百万円)

機械装置
及び運搬
具 

28 25  2

その他 61 33  28
計 90 58  31

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

  

  

  

  

   なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

１年以内 20百万円

１年超 16百万円

計 36百万円

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額及びリース資産減損勘

定中間期末残高 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

  リース資産減損勘定中間期末の

残高 

同左 

１年以内 14百万円

１年超 17百万円

計 32百万円

  0百万円 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

  

  

  

  

   なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定して

おります。 

１年以内 14百万円

１年超 16百万円

計 31百万円

 ③ 支払リース料 

   (減価償却費相当額) 

   (減価償却費相当額) 

支払リース料 20百万円

 ③ 支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費相

当額及び減損損失 

支払リース料 9百万円 

リース資産減損勘

定の取崩額 
0百万円 

減価償却費相当額 9百万円 

減損損失 0百万円 

 ③ 支払リース料 

   (減価償却費相当額) 

   (減価償却費相当額) 

支払リース料 33百万円



  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ２ オペレーティング・リース取引 

  (借手側) 

   未経過リース料 

 １年以内 66百万円 

 １年超 362百万円 

 計 429百万円 

２ オペレーティング・リース取引 

  (借手側) 

   未経過リース料 

 １年以内 66百万円 

 １年超 395百万円 

 計 462百万円 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末 (平成16年９月30日) 

有価証券 

子会社株式で時価のあるもの…………該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末 (平成17年９月30日) 

有価証券 

子会社株式で時価のあるもの…………該当事項はありません。 

  

前事業年度末 (平成17年３月31日) 

有価証券 

子会社株式で時価のあるもの…………該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

    中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  該当事項はありません。 

  



(2) 【その他】 

第49期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)中間配当については、平成17年11月14日開催の取締役会に

おいて、平成17年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し次のとおり中間配

当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金の総額                    61,225千円 

② １株当たり中間配当金                    10円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日       平成17年12月９日 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1)  有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第48期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
東海財務局長に提出。 

(2)  有価証券報告書の 
訂正報告書 

上記有価証券報告書の訂正報告書   
平成17年11月10日 
東海財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２４日

萩 原 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている萩原電気株式会社の

平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に

係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、萩原電気株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成16年

４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川  脇  喜 久 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 宮  本  正  司 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

萩 原 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている萩原電気株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に

係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、萩原電気株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、

当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  安 井 金 丸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  宮 本 正 司 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月２４日

萩 原 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている萩原電気株式会社の

平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第48期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、萩原電

気株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 川  脇  喜 久 雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 宮  本  正  司 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月２２日

萩 原 電 気 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている萩原電気株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第49期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、萩原電

気株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該

会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  安 井 金 丸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  宮 本 正 司 
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